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別紙第２

勧 告

職員の給与等に関する条例（昭和31年京都府条例第28号 、一般職の任期付研究）

員及び任期付職員の採用等に関する条例（平成14年京都府条例第45号）及び職員の

給与等に関する条例等の一部を改正する条例（平成17年京都府条例第47号）に定め

る職員の給与について、次のとおり改定されるよう勧告します。

第１ 改定の内容

１ 職員の給与等に関する条例の改正

現行の給料表（医療職給料表(1)を除く ）を別表第１のとおり改定するこ。

と。

２ 一般職の任期付研究員及び任期付職員の採用等に関する条例の改正

現行の給料表（第２号任期付研究員給料表を除く ）を別表第２のとおり。

改定すること。

３ 職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例（平成17年京都府条例

第47号）の改正

平成18年３月31日から引き続き同一の給料表の適用を受ける職員で、その

者の受ける給料月額が同日において受けていた給料月額（この改定の実施の

日において次に掲げる職員（医療職給料表(1)の適用を受ける職員又は第２

号任期付研究員を除く ）にあっては、当該給料月額にそれぞれ次に定める。

割合を乗じて得た額とし、その額に１円未満の端数を生じたときはこれを切

り捨てた額とする ）に達しないこととなるもの（人事委員会規則で定める。

職員を除く ）には、給料月額のほか、その差額に相当する額を給料として。

支給すること。

(1) (2)に掲げる職員以外の職員 100分の99.26

(2) 指定職給料表の適用を受ける職員 100分の98.94

第２ 改定の実施時期

この改定は、この勧告を実施するための条例の公布の日の属する月の翌月の

初日（公布の日が月の初日であるときは、その日）から実施すること。


